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　　　　　第17回宇宙開発委員会（定例会議）

　　　　　　議　　　事　　　次　　　第

1．日時昭和54年8月29日（水）

　　　　　　　　午後2時～4時

2．　場　　所　　宇宙開発委員会会議室

5　議　　題　　昭和55年度における宇宙開発関係経

　　　　　　　　費の見積りについて

4．　資　　料

委17－1　第16回’宇宙醗委員会（定例会議）

　　　　　　　　議事要旨（案）

　委17－2　 昭和55年度における宇宙開発関係経
　　　　　　　　費の見積りについて（案）
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昭和54年8月15日（水）

午後2時～4時

宇宙開発委員会会議室

昭和55年度における宇宙開発関係経費の見積

り方針について

第15回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（案）

昭和55年度における宇宙開発関係経費の見積り

方針（案）

5．　出席者

　　宇宙開発委員会委員長代理

　　　　　〃　　　委貴

　　　　　〃　　　　　　　　〃

　関係省庁職員等

　　科学技術庁長官官房審護官

　　文部省学術国際局審議官

　　通商産業省機械情報産業局次長

　　　　〃　　工業技術院総務部長

　　運輸省大臣官房害議官
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運輸省気象庁総筋部長

　郵政省電波監理局審講官

　建設省大臣官房技術参事官
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6．議事要旨

　（1）前回議事要旨

　　　第15回宇宙開発委員会議事要旨案の2頁18～19行目

　　の「衛星訴画」を「衛星打上げ時期」のように修文すること

　　として確認された。

　（2）昭和55年度における宇宙開発関係経費の見積り方針につ

　　いて

　　　事務局より資料委16－2の説明が行われたのち・以下の

　　補足説明が行われた。こののち質疑応答が行われ・見積り方

　　針が原案どおり決定された。

事務局：GMS－5については、GMS－2の打上げ等が成功し

　　た場合、この予備衛星をリハービッシユしてGMS－2の寿

　　命が終了すると考えられる昭和59年度夏期に打ち上げるこ
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　　とを予定しているため、本年度の見積り方針ではふ

　　れていない。この場合の打ち上げ用ロケットとして

　　は、昭和55年度から開発を予定している予備ロケ

　　ツトを用いることとしたい。

　　　また、GMS－5の打ち上げ失敗等の事態に対処するため、

　　56年度に予備衛星の開発に着手することは必要と考えてお

　　ります。

　　　なお、昭和59年度夏期にGMS一一5を打ち上げる必要が

　　なくなる等、打ち上げ余裕が生じた場合には、BS－2bを

　　繰り上げて打ち上げて欲しいという要望があります・

八藤：今の事務局の補足説明は重要であるので・議事録に留める

　　べきである。

　　　なお、第一部会報告書の留意：事項に示されている年間打ち

　　上げ機数の増加方策をこの見積り方針の中に明記する必要は

　　ないのか。

事務局細魚業対策については、現行の宇宙開発計画に記載されて

　　いるので、今回の見積り方針に明記しなく「ともよいと考える・

吉識：GMS－3の開発計画に関する事務局の補足説明を踏まえ

　　たうえ、55年度の宇宙開発関係経費の見積り方針を資料委

　　16－2のとおり決定することとしたい。また、BS－2b

　　について事務局から説明があった打ち上げ繰上げの要望につ

　　いては、将来、BS－2bの繰上げが許される状況に：なれば

　　前向きに検討することとしたい・
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昭和55鞭における宇宙開発関係経費の見樹について（菊

嫡

、● 昭和54年8月29日

宇　宙　開　発　委　員　会



．●

、●

昭和55年度に澄ける宇宙開発関係経費の見積りは、次のと滋りである。・

1　基本方針

　昭和55年度における宇宙開発関係経費の見積りは・　「宇宙開発計画（昭和53年度決定）」及び以下の事項に基づいて行う。

L日本測地駄の確立・国内測地三角網の規正・海洋測地網の三等を目的とするとともに、測地鯉に関す厳術の開発順する測地衛星、

　号（GS－1）について、昭和58年度に：打ち上げるととを目標に開発を行う。

　　また・強熱を打ち上げるとともにH－1・ケット醸用する慣性講麺の緻懇を行うことを目観するN一皿。ケットに戯）

　5号機の開発を行う。

2人工鯉によるテレビジ』灘禰の瀦等を図るとともに・放送三三する技術の開発に鮒ることを目的とする放送観2号（BS－

2a及びBS－2b）ゆいて・昭和5●8鞭に放洋解2号一旦（BS－2a）を・昭和6・年度に放送鯉2号一b（BS－2blを、そ

　れぞれ打ち上げることを目標に開発を行う。

　　また・放送鯉2号一a（BS－2a）●の打上げ用・ケットとし七、　N一皿・ケット6号機の醗を行う。

a地球・金星近傍の惑星間空間のプラズマの研究及び金駄気ρ光学的観測・研究を主目的とす纏・・号科学醒（PLANET＿A）につ

　いて、開発研究を行う。

4米国の金星周回探査鯉（VOIR）計画への参加を予定し・畑野翻鯉の翻旺技術を応用した三鷹纏田図の開発研究を行う。

5自主的備星基厳術の確立及び移動体通信衛星システム等の開発を行うことを目的とする航空・海上技術鯉（A棚S》について、開発

　研究を行う。

α米国のスペースシキトルを用醐料実験等を聯レ⑳際・ペイ・一ドスペシヤリスト『として肥人科学二品を縣させることを目垢、

　所要の開発研究を行う。

7　科学観測・海洋観測・陸旧観泓資源探事電磁瑳境観泓．固体地球物理観泓移動体通信技術開発、捜索救難面収．衛星共通バスその他

　の技術試験等を目的とする人工衛星について、概念的なシステムの研究を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　b
皿　事業の内容

　　1の基本方針に奉づき・昭和55年度に行う主：な事業及びこれに必要な体制の整備は次のと齢りである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1．一・



．●

（1）科学の分野の開発等の推進　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　、

　：L　第7号科学衛星（ASTRO晶A）の開発及び打上げ

　　　第7号科学循星（ASTRO－IA）のフライトモデルの開発を進め、　M－3Sロケット2号機によって打ち上げる。

　2．第8号科学衛星（ASTRO－B）の開発塾
　　　第8号科学衛星（ASTRO－B）のフライトモデルの開発を行う』

　3．第9号科学衛星（：EXOS・』C）の開発

　　　第9号科学衛星（EXOS・一一C）のプロトタイプモデルの開発を進める。　　　’　　　　『

　4．第10号科学衛星（PLAN：ET・一A）の開発研究

　　　第10’号科学衛星（PLAN：ET－A）の開発研究を行う。

　5・粒子勝運器を用いた宇宙科学実験（S・：EPAC）

　　　粒子加速器を用いた宇宙科学実験（SEPAC）に必要なスペースシャトル搭載用実験機器のフライトモデルの開発を進める。

　6．その他の人工衛星の研究

　　　科学観測を目的とする人工衛星に：ついて、概念的なシステムの研究等所要の研究を進める。

．●

（皿）観測の分野の開発等の推進

　1．静止気象衛星2号（GMS一一2）の開発

　　　静止気象衛星2号（GMS－2）のプロトフライトモデル及びフライトモデルの開発を進める。

　2．測地衛星1号（GS－1）の開発

　　　測地衛星1号（GS－1）の基本設計等を行う。

　3・海洋観測衛星1号（MOS－1）の開顕

　　　海洋観測衛星（M’OS－1）の基本設計及び詳細設計を進めるとともに、搭載用観測機器の開発等を進める。

　4．金星周回探査衛星（VOIR）計画への参加

　　　電離層観測衛星の観測技術脅応用した金星電離層観測装置の開発研究を行う。

　5．その他の人工衛星の研究
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　海洋観測・陸域観測・資源探査電磁環境観測等を目的とする人工衛星について、極念的なシステムの研究等所要の研究を進める。．また、

衛星搭載用能動型電波リモートセンサー等の研究を進める。

，●

⑪　通信の分野の開発等の推進

　1．通信衛星2号（CS・一2a及びCS－2b）の開発　　　　　　’一　　　　　，

　　　通信衛星2号（CS－2a及びCS－2b）のプロトフライトモデル及びフライトモデルの開発を行う。’

　2．放送衛星2号（BS－2a及びBS・一2b）の開発．

　　　放送衛星2号（BS－2a及びBS－2b）の基本設計等を行う。

　3．航空・海上技術衛星（AMES）の開発研究

　　　航空・海上技術衛星（AM：ES）の予備設計等を行う。，

　4．その他の人工衛星の研究

　　　レーザを用いた衛星アンテナめ高精摩方向制御システムの研究、衛星用マルチビームアンテナ等の研究、捜索救難システムの研究等所要の

　　研究を進φる。

●

Φの　宇宙実験の分野の開発等の推進

　1．小規模材料製造実験装置の開発及び実験

　　　小規模材料製造実験装鍛の開発及びTT－500Aロケットを用いた実験を行う。

　2・第一次材料実験（FMPT）に用いるシャトル搭載実験シ界テムの開発研究

　　　シャトル搭載実験機及び搭載実験装置の予備設計等所要の開発研究を行う。

（V）人工衛星系共通技術の分野の開発等の推進

　1．技術試験衛星軍属（侶TS一・血）の開発

　　　技術試験衛星皿型（E①S一皿）のプ『トタイプモデルの開楽を進めるとともに、フライトモデルの開発を行う。

　2．技術試験衛星W型（ETS－IV）の開発及び打上げ
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　技術試験衛星W型（ET’S－W）のフライトモデルの開発を進めギN一皿・ク1ツト1号機により打ち上げる』

3．その他の人工衛星系共通技術の研究

　大型人工衛星に共通なバスの研究・宇宙用軸受に関する研究、電子部品の信頼性向上、宇宙用電源システム、電気推進エンジンシステム等

の衛星基礎技術の研究を行う。

●

．●

Gの　輸送系共通技術の分野の開発等の推進

　1．Mロケットの開発

　　　第7号科学衛星（ASTRO－A）を打ち上げるため、　M－3S・ケット．2号機の開発を進める。

　2．N－1ロケットの開発

　　　技術試験衛星皿型（ETS一一皿）を打ち上げるため、　N－1ーロケット6号機の開発を進める。

　3．N一皿ロケジトの開発

　　　技術試験衛星二型（：ETS－W）・静止気象衛星2号（GMS一一2）～通信衛星2号一一a（CS－2a）及び通信衛星2号一b（CS一一2b。）

　　を打ち上げる描N一皿・ケット・号幽幽機敵機及び4号機の麟を進める．また、測地鯉・号（GS一・）及び放送観2号

　　一a（BS一・2a）を打ち上げるため、N一一皿ロケット5号機（二段式）及び6号機の開発を行うとともに、　N一一皿・ヶッドによる各種人工

　　衛星の打上げ予備機としてN一皿ロク：ツト7号機の開発を行う。

　4．H－1ロケットの開発研究

　　　液体酸素・液体水素エンヅン・慣性誘導装置等の開発研究を進めるとともに、液体酸素・液体水素第二段の試作及び第三段固体モ＿タの開

　　発研究を行う。　　　　　　　　一．．　　　　　　　　一　　　1

　5．そめ忌め輸送系共通技術の研究

　　　回収技術の研究・高性能上段固体モータの推進薬に生ずる欠陥損傷の判定基準及び検出法に関すろ研究等を行う。

佃施設の整備・，　　　　．・　　　　　　　　　　　．　　．　1
　1．人工衛星及びロケットの開発に必要な施設の整備

　　　人工衛星の試験施設の整備を進めるとともに、所要の研究及びそれに必要な施設の整備を進める。また、液体酸素・液体水素エンジン、慣
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●

　性誘導システム等の試験施設設備地球観測晴報の受信、処理を行う施設設備の整備等を進ある。さらに、科学衛星及びMロケットの開発に

必要な施設設備の整備を進める。

2．人工衛星及び・ケットの打上げ施設の整備

　　現在のN－1ロケット二二系を、N－1ロケット及びN一一皿ロケット併用の射点系とするため、その整備を進めるとと．もに、液体酸素・液

繋勲記欝鷺呈徽二二豊トの繍囎を行聯レーダ’テレメー繍聯共騰聯を勘

3．人工衛星の追跡等に必要な施設の整備　　，

　人工衛星の追跡管制系の整備を進めるとともに：、所要の研究を進める。

　さらに、科学衛星データ取得装置等の整備を行う。

．●

佃）その他の施策

　1．研究開発能力の強化

　　　宇宙開発の中核的機関として・自主技術の育成を図りつつ・宇宙開発業務を強力に遂行するため、宇宙開発事業団の組識の強化及び所要の

　　増員を行う。』

　　　また・人工衛星及びその打上げ用ロケットに関する先行研究及び基礎研究、人工衛星の衛星システム・搭載機器等に関する研究を促進する

　　ため、関係国立試験研究機関等を強化拡充する。

　2．国際協力の推進

　　　国際連合における宇宙開発に関する活動への参加協力、日米合同調査計画で勧告された事項の実施の推進及びスペースシャトル利用計画の

　　推進等の米国との協力、欧州宇宙機関との協力等を進める。

　3・宇宙関係国際取極への加入の推進

　　　宇宙関係三条約べの加入及びこれに伴う国内関連措置の推進を図る。

　4，普及啓発活動の強化

　　　宇宙開発に必：要な広報、啓発忍業を進める。

　5．宇宙技術者の養成
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　宇宙分野の技術者の資質向上を図るため、宇宙開発関係者を海外に派遣する。’

6．宇宙開発推進基盤の整備

　　ロケット打上げの円滑な実施に必要な施策を講ずる。

7．その他

　実利用の分野の人工衛星等に関する最適な開発計画の策定に必要な調査等を進める。

● 皿　皿の事業を行うに必要な経費

　昭和55年度に誇いて、皿の事業を行うに必要な経費の見積りは、別表のど澄りである。

●
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別表
昭和55年度字宙開発関係経費等総括表

㊨国庫債務負担行為
（単位：千円）

’省　　　庁
，　　　　　　　昭和54年慶予算額 ，　　　　　　　　　昭和55年度経費
，　宇宙開発関係 　　　　、ノF宙関連木 合　　　　計 1白繭発関係 宇宙関連嘲

@　し
合　　　　計

科学技　術　庁 ⑭40，468，600
ﾄ＊β3β14，685

【
　
。

勧40，468，600
ﾄ米83，314，685

＠6＆561，900
ﾄ来88，967，433

㊨68，561，900
ﾄ米88，967，433

警　　　察　　　庁 ⑲　108，000
@　　　　0

㊨　10翁000　　　　　0 ｛

108，000 108，000
環　　　境：　　庁

，噛｝●一■　r幽脚

1，520 1，520 0 0

採　　部　省 ・⑬2，243，154◎77◎7561347広225 ㊨2243，154
@101250，981

⑥　1，561，000

@6，280，675 ’4，182；832 ⑱1，561，000
@10，463、5071

一鱒の量一

輌　●6　畠「■ 一，

農　林水産　省
48，222 48，222 54，807 54，807

通商　産業　省
8．9323 89，323 358，322 358，322

運　　　輸　　　省
40，633

㊧　900，542
@2762，175

⑭　900，542
@2β02，808

＠　158，390
@　39，674

⑫　726，859
@3，573，515

⑫　885，249
@3，613，189郵

　
　
　
政
　
　
　
省
輯
囎

521，608
働　　360，394

@3424，094
⑯　360，394
@2，945，702

⑭　9β7，300
@　475，283

⑭1，380，095
@2，608，409

⑪島347，395
@3，083，692

建　　　設　　　省 軸

竃377 Z377 18，447 18，447

自　　治　　　省

．一隔69’φ●騨●り　　r．劇画剛一・●・rド

9

剛一 7，412 7，412

総　　　計 ⑱42，711，754
ﾄ氷90，743，005

⑲1，368，936
@8，712，613

㊨44，080，690
ﾄ米99，455，618

⑪71，248，590米米96，121，387 ⑪2，106，954
P0，553，422

⑲73，355，544

P06674809’

一一
V・一一
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●

昭和55年度宇宙開発関係経費（宇宙開発委員会が見積りを行うもの）の概要

・（単位8千円）
1

省庁昏 S当機蘭 事　　　　　項
昭和54年度

¥算嶺

昭和55年庭’経　．．費

研究調整局 宇宙開発委員会に必要宏 43，77：3 43775 宇宙開発委員会運営費等　　　　　　4｛㍉775（　4．3，773）
経費 ズ

科 一般行政に必要な経費1 34，294 4．6，282 宇宙開発推進事務等　　　　　　　　46，282（　34，294）

’科学技術者の資質向上に 31，428 31，428 白血発関係者の海外瀧　　　　3馬428・（3為428）

章 必要な経費
一

種子島周辺漁業薄策．事業・
425，270 457，710‘ 種子島周辺漁業対策事業費補助金　　457，710（425，270）

に必要な経費

技
小　　　　　’計 534，765 579，ユ95

振　興　局 一般行政に必要な経費 7，610 7，610 宇宙開発普及啓発　　　　　　　　　　7，610（　　7，610）

術 口

航空宇宙技 航空宇宙技術研究所に必 931，310 944，628 液酸・液水ロケットエンジン要素　　156，180（　17亀650）

術研究所 要：な経費 の研究

庁
衛星回収孜術の研究　　　　　　　　45，500（　　　　　0）

衛星基礎技術に関する研究　　　　　　71，400（　　　　　6）

高速流れ揚観測装置　　　　　　　4⑤000（　3β，070）

電子計算機借科その他　　　　　　625，548（620，940）

前年度限り　　　　　　　　　　　　　　0（　96・650）

一・ W一

／
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、

（単位；千円）

省庁 担当機関
　　　　　　　、
E事’　　　　項

昭和54年度

¥算：額

昭和55年度

@経　　費

宇宙開発事 宇宙開発事業団出資及び 御q46＆600 ⑭68，561，900 主な収入

科

業団 助成に必要な経費 81，841，000 87乳436，0α0 政府出資金 @⑫：：：1購樫1謁政府補助金　　　　　　　　　句583，000（　⑤05亀000）

，　　　， 纏業外収入等　　　　．⑤・鄭96．（4，154、515）
’ 主な支出

学
1

　　　　　，
鴻Pット鞭

技

し人工衛星鱗
@轡灘：（㊨lll灘　ロケット打上げ経費　　　　　菊2耶53（　4220，481）

術

種子島宇齢騰㊨Z：（⑫：：1劉

人工衛星追跡管制経費

庁 筑波宇鱗設灘

地球騰艮処三

事業迎営費　　　　　臥26・β58（4，528、291）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

｝ 一　　一一

9・
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省庁 担当機関 事膠　　　項
昭和54年度

@予算額

昭和56年度＿　　　．　経1費

科
学
．
技 “

’一ﾊ管理齢
@　　（㊨説1鋤（米民間かゆ事業収入↓96亀635を含軌）

術
㊨4砿46亀600 一㊨68，561，900

庁 計
83・314685 ・88，9671433q

東京大学宇

?q空研究

特別事業等に必要な経葺 ㊥2243，154

@6，776，756

⑱1，561，000

@6，280，675

科学衛星研獺 @⑪罵：1（⑫；：1鋤
文 所 M・ケット開発経費　　　　為25a…　（竃42脚6）

液胞エンジン開発の基礎研究経費　36耶72　（　　344102）

部 スペースシャトル計画（SEPAC）　’462，165　（　　96殖16）

1

に関する参加経費

省

、 ⑭2，243，154 ㊥1，561，000
計

6，776，756 6・280・675

一一 P0一
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省庁 鞘機関 事　　　　　項
昭和54年度
@予：算額

昭和55年度

o　　費

工業技術院 試験研究所の特別研究等 89，323 、326・写42 資源探査を目的とした人士衛星　　233，313　（　　　　0・）

通
に必要な経費 Q研究

ｳ血髄機徽術に関す為　瑠62（　・緬23：Σ

商噛
，

」

研究（機械技術研究所）

， 宇宙電子技術に関する研究　　　　　5亀673　（　　5釦σ0），

産

（電子技術総合研究所）　　　駒

リモートセンシンぞ技術に：関する　　　22，394　（　　a“800．）。

業
研究（電子技術総合研究所）

資源エネル 石油生産流通合理化対策 0 32，180． 衛星利用資源探査データ解析　　　　3’名180　（　　　　0）●・

P省
ギー庁’． に必要な経費 　　　　　’Z術調査委託

計 89β23 358β22

1　　．

航　空．局 航空・海上技術衛星の開 ・0 7，509 航空●海上技術醒システムに．　乳5・9（　　・）
発研究に必要な経費 関する調査

運
　
　
輸

電子航法研

?

電子航法研究所に必要奉・

o費　　　　　　　　、

@　　　　　　　　一

軌025，

⑫　158，390凸

@　　32，165
衛星撫燃的研究⑯

H：（1砂衛星による捜索救難の研究　　　　　　8，387　（　　　　0）

一

省
、気象研究所 静止気象衛皇の研究に ．31，608 0 前年慶限り　　　　　　　　　　　　　0　（　　31・6◎8）

必要な経費

計
， ⑤’158，390

40，633　　　　1 39，674

一11一噌
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省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和54年度

¥算額

昭和55年度
@経　　費’

電波監理局 通信衛星：及び放送衛星の 8，337 10，335 通信衛星及研放送衛星の開発　　　　10，335　曾（　　8，337．）

、
開発に伴う運営費 に伴う運営費，

航空・海上技術衛星（AM 0 17，564 碗空・海上技術衛星（AM：：ES）　　　1恥64　（，　　　　6）

郵
E6）システムの開発に必 、 システムの開発

要な経費
■

小　　　　　計一 8，337 27，899

電波研究所 電波研究所の運営に必要 　　　　　　oQ96・筑300 レーザを用いた衛星アンテナ　　　　49；000　（　　6融10）

な経費 513，271 447，384 の高精度方向制御システムの

政
研究開発

鰐総㈱星（AMES）⑭：1；：：：：C、4蹴

衛星搭載用能動白白波リモー’　・卿2・（29軌896）

トセンサーの研究開発

電磁環境観測衛星搭載用ミジ　　　121，000　（　　　　’0）

省
ション機器め研究開発

衛星用マルチビームアンテナ　　　　15000　（　　　　0）

の研究開発

計
㊨豊67．300’

521，608 475，283

⑫4a711，754 ㊥71，248，590
合　　　　計

90．743005 96，121，387

一12一
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昭和55年産宇宙関連経費（宇宙開発関係経費以外のもの）の概要

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和54年度

¥算額

昭和55年度

o　　費

通　信　局 警察通信機器整備に必要　　　　　　　　　　し

ﾈ経費

㊨　108，000

@　　　　0 108ρ00

通信衛星二三の整備警
　
察
　
庁 計

㊨　108，000

@　　　　0 108ρ00

環
境
庁

企画調整局 環境保全企画調整等に必．

vな経費

1，520 0 前年度限り　　　　　　　　　　　　σ　（　　1，520）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

計 1，520 0

文
　
　
部
　
　
省

東京大学宇

?q空研究

梶
@
　
一

特別事業等に必要な経費 3，474，225　　6

4，182β32
一般・ケット観測経費等　　　2ρ89ユσ0（為89α648）飛しょう経費　　　　　　　　　266，312　（　21：7，351）共通経費　　　　　　　　　　1，597，284　（為366226）国際宇宙観測共同事業費　　　　　230，136　（　　　　0）（SEPAC計画関係経費は除く。）

計 3474225 4ユ82β32

饅
林
水
産
省

水産　庁 沿岸沖合漁業漁況海況予
�幕ﾆに必要な経費

48，222 54β07 人工衛星情報利用調査検討三等　　　54，807　（　　48，222）

計 48222 54β07 」

一13一・
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省庁 担当機関’ 事1　　　項
昭和54年度

@予、算額

昭和55年度

@経　　費

船’ 普@局 小型船舶に誇ける海事衛

ｯシステム船上機器の開

ｭに必要な経費

0 ・4，031 小型船母白用船上機器の調査検討　　　4ρ31　（　　　　0・）一

海上保安庁 永路業務運営に必要な経 　　　　6 ㊨494，000

@220，164
海洋測地網麟

気　象　庁 静止気象衛星業務に必要

ﾈ経費
㊨　900，542

@2β08，092

⑭232，859

@3ρ67，823
静止気朧業務三等㊨

型
　
　
　
　
‘
輸
　
　
　
　
　
省

静止気象衛星施設整備に

K要な経費

65，266　　　　曹 0
前年度限り　　　　　　　　　　　　　0　（　　65，266）　　　　　　　　　　’

一般観測予報業務に必要

ﾈ経費

69，189 一　80268 極軌道気象衛星資料の利用　　　　　80，268　（　　69，189）・

高層気象観測業務に必要

ﾈ経費
11螂8 2叫329 気象ロケット観測業蜂　　　　　　20嵩229　（　119，628）

’　　計
⑭　900，542

@2，762，175

㊨726，859

@3，573，515

電波監理局 通信・放送衛星丁丁出資

ﾉ必要な経費

420，000 ㊨1，380，095

@505，005
通信●放送鱗構出資金’⑲ 蛯P・（4脚の

郵
　
　
政
　
　
省

第二世代の実用衛星に関

ｷる調査に必要な経費

0 21，35多 最適衛星通信システム技術の開発　　16，107　（　　　　0）

謫�｢代の実用衛星の利用計画の　　5，245　（　　　　0＞

�

衛星通信長期計画の策定

ﾉ必要な経費

4166 0 前年度限り　　　　　　　　　　　　　0　（　　4，166）

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

一14一
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省庁 担当機関 事　　　　　項 昭和54年度

@予算額
昭和b5年度

@経’　費
・要

電波研究所の運営に必要

ﾈ経費

771481 40，837 宇宙空間の実験研究　　　　　　　40β37　　（　　40，837）前年度限り，　　　　　　　　　　　，0　　（　36β44）

郵
　
　
　
政
　
　
　
省

電波研究所幽

@亀

衛星用地上施設の整備に’

K要な経費

@　　　、

㊨360，394

@319，093・ 451714

移動衛星による国際時刻比較　　　25，000　　（　　　　0）施設整備

ｳ激び放送衛星地上施426、、4（㊨1灘）前年度限り　　　　　　　　　　　　0　　（　13，568）

衛星用地上施設の維持運

p等に：必要な経費

1，603，354 1，589，501，

@一　　鰯

@’

電離層観測衛星管制施設帷』1鐙711　（13創711）持運用

ﾀ験用静止通信衛星の実験研究　467，728　　（　479，184）通信衛星及び放送衛星の実験研究982，062　　（　984，459）

計
噛360，394
@2，424，094

㊨1，380，095

@a608，409

大臣官房 衛星通信利用調査に必要

ﾈ経費

0 4，465 衛星通信利用調査　　　　　　　　4，465　　（　　　　0）
建
　
設
　
省

国土地理院 測地基：準点測量：に必要な

o費
2，377 13，982 人工衛星観測　　　　　　　2384　（　2377）測地衛星用地上施設の整備等　　　1坊98　　（　　　　0）

計 a377 18，447

自
治
省

消’ h　庁 災害対策用衛星通信シス

eム調査に必要な経費

0
　　：
V；412

P

災害対策用衛星通信システム調査．7，412　　（　　　　0）

計 0 7，4i2

合　　　　　計 ㊨1β68936

@8712β13

㊨’2ユ06ρ54

P0553422

一15一


